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ねらい

新産業の創出
起業化の促進

（３～５年間、２年間）

民間企業による
実用化研究
（３年間）

基礎研究の推進
（３～５年間）

１３／９０
採択率：14.4％
(平成16年度)

１０／８８
採択率： 11.4％

(平成17年度)

１億円
（農業･生物系特定産業
技術研究機構から委託）

6,000万円、
2,600万円

（農業･生物系特定産業
技術研究機構から委託）

3,000万円
（国から補助）
【補助率２/３】

成 果 事 例成 果 事 例

○大腸菌O-１５７を迅速に
検出するシステムを開発

○カンキツ類から新たに３
種類の成分(β-ｸﾘﾌﾟﾄｷ
ｻﾝﾁﾝ他)を発見し、その
発ガン抑制機構を解明

民間結集型アグリビジネス
創出技術開発事業

生産現場に密着し
た試験研究の推進

（３年間）

８４／４４７
採択率：1８．８％

(平成17年度)

5,000万円、
500～2,000万円

（国から委託）

○野菜等の原産地判別
技術の開発

先端技術を活用した農林
水産研究高度化事業

法

人

が

実

施

国

が

実

施

新技術・新分野創出のため
の基礎研究推進事業

研究費
採択率

(採択数/応募数)

生物系産業創出のための
異分野融合研究支援事業

○茶の抗アレルギー作用
を利用した食品の開発
(実施中)

１６／２３０
採択率： 7.0％
(平成16年度)

地域食料産業等再生のた
めの研究開発等支援事業

短期集中的な研究
開発等を支援
（1～２年間）

4,000万円
（国から補助）

【補助率１/２（一部2/3】
※詳細は公募タイプ別に設定

事 業 名

農林水産・食品分野における民間研究助成 【補助率】

農林水産省における競争的研究資金の概要



民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業

○ 事業の目的
農林水産関連分野の新産業を創出し、アグリビジネスの活性化を図るため、研

究開発の出口を担う民間企業等が、大学・独法のポテンシャル(潜在的研究能力・
成果・人材・施設等)を活用して行う研究開発を実施する。

○ 事業の内容
産学官連携を前提とした民間企業等から課題を公募し、外部評価委員会により

評価し採択した後、民間企業等が国からの補助により研究を実施。その際、研究
内容の充実を図るため、研究開発の一部を大学・独法に委託。

民間企業民間企業

・波及効果の高い基盤技術の開発

・業界として新分野創出

大学・独法の
ポテンシャル活用

大学・独法の
ポテンシャル活用

製品化・実用化にむけ、高付加価値化

・大型装置による解析

・スペシャリスト等人材提供

専門分野の
一部委託

施設・
人材提供

有機的な産学官の連携

国

民間企業等から課題を
公募し、採択

支援

農林水産関連産業全体への波及の可能性、
製品化・実用化の可能性等を評価基準と
して採択

産学官連携による民間企業等の研究開発の推進産学官連携による民間企業等の研究開発の推進



事業のスキーム

農

林

水

産

省

外 部 評 価 会

課題の評価

上限3,000万円／年

(このうち2/3以内を補助)

定 額
支援機関

研究機関
連 携

研究課題

大
学
・
独
法
等

技術開発を行
う民間企業等

技術開発の実施等を支援する機関

原則３年間

指
名

支
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択
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16年度

採択課題の分野別内訳

バイオテクノロジー
メカトロニクス

新素材

情報処理
食 品農業

林産 水産

畜産

15/94

13/84

6/74

10/88

17年度

採択課題における分野別内訳と連携機関内訳



当社では、農産物の流通形態を増やすことで農産物の有効利用、加工食
品への品質と応用性を向上させることができると考え、各種加工食品へ応
用しやすい高品質なピュレ・ペーストを、遠心力を使用したバッチ型ピュ
レ･ペースト装置を利用して研究開発してきた。今回、効率性、品質安定
性などを目的に新たな連続型ピュレ・ペースト化装置の研究開発を行う。
同時に、従来技術との格差を検証し、加工食品への応用メリットを明確に
する。

概 要

(株)パイコーポレーション (独)農･生研機構 中央農業総合研
究センター 作業技術研究部

連携機関研究機関

課題名：遠心力を利用した農産物ペーストの連続加工機械の研究開発
(研究期間：H17～H19)

ピュレ･ペースト化を連続し生産性向上と品質安定の結果、次のような
成果が期待される。
○農産物原料提供形態の拡大による応用性拡大、消費拡大。
○食料資源の有効利用、トータルコスト削減、生産者収益アップ。
○冷凍などの保存方法を利用し、加工原料の価格と供給の安定。
○天然原料の加工食品利用による添加物削減。
○野菜加工業における歩留まり向上。
○新ビジネス創出、雇用拡大。

期待される成果、効果

○バッチタイプと同等以上の品質であること
○連続投入・連続排出できるインライン型であること
○サニタリー性を保有すること
○多用な農産物に対応できること
○優れた経済性を保有すること

実用化技術の達成目標

(株)パイコーポレーション (独)農･生研機構 中央農業総合研
究センター 作業技術研究部

装置の研究開発・試作・検証
能力、加工品品質検証 等

（株）パイコーポレーション 【技術
開発・知的所有権】

食
品
メ
ー
カ
ー

【マーケット推測】

パンを例にして
・年間国内消費量

小麦量約200万ｔ
・10％を野菜入パンと

仮定…20万ｔ

・ペースト利用30％とする
・野菜使用量60,000ｔ
・製品ベース１円/ｇと仮定
・商品ベースで2,000億円

その他の商品
・麺類
・肉・水産加工品
・豆腐
・デザート、菓子
・スープ
・飲料
・医療食、介護食、離乳食

ネピュレ加工会社

農
産
物
生
産
者

機械メーカー

ライセンス ロイヤリティ

支援

連携
研究機関 連携機関

研究実施体制
課題番号：H17-1

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



ゲンチオオリゴ糖は、苦味剤としての用途は基より、味質改善剤、植物
活性化剤、健康食品素材、さらには医薬品素材等の可能性も期待される素
材である。明らかに他のオリゴ糖とは一線を画した素材の為、既存のオリ
ゴ糖とは異なる新たな市場の開拓が見込まれる。また、各重合度のゲンチ
オオリゴ糖を調製することで、それぞれの生理機能の検討が可能である。
さらに、重合度別ゲンチオオリゴ糖の苦味強度比較や水素添加による苦味
消失等、立体構造的な苦味の発現要因の解明に繋がる可能性もあり、学術
的な成果も期待される。

高純度ゲンチオオリゴ糖の大量生産法を構築し、用途開発を実施、期間
中の実用化を行うことを目標とする。また、将来における結晶ゲンチオビ
オースの実用化を目指し、生産法の確立を目指す。ゲンチオオリゴ糖の実
用化に際し、味質改善剤、苦味剤、植物活性化剤、健康食品素材、医薬品
素材等としての可能性を検討し、市場開拓に繋げる。

酵素による合成、クロマト分画技術及び酵素のスクリーニングなどを駆
使して高純度ゲンチオオリゴ糖の大量生産法を構築し、新たな味質改善用
糖質として開発するとともに市場開拓を実施する。具体的には、高重合度
ゲンチオオリゴ糖を調製し、各重合度の苦味強度や味質改善剤としての可
能性を検証する。また、動物免疫系等の生理機能試験や植物エリシター活
性を検討し、健康食品や植物活性化剤への市場開拓も進める。

概 要

連携機関研究機関

期待される成果、効果

実用化技術の達成目標

課題名：苦味糖質ゲンチオオリゴ糖の大量生産法の構築及びその利用
(研究期間：H17～H19年)

日本食品化工株式会社研究所 静岡大学 農学部

ゲンチオオリゴ糖の一つゲンチオビースはリンドウの根や茎に配糖体と
して含まれる他、蜂蜜や海草、酸糖化水飴にも含まれる苦味を有するオリ
ゴ糖である。「良薬口に苦し」の言葉通り、リンドウの根や茎は健胃剤や
消炎剤として古代より重用されてきた。日本食品化工㈱では、世界で唯一、
ゲンチオオリゴ糖を含むシラップを製造・販売してきた。本事業では、日
本食品化工㈱の持つクロマト分画技術や静岡大學の持つ酵素合成技術等を
駆使することで、純度を高めた高純度ゲンチオオリゴ糖の大量生産法の構
築を目的としており、高純度化することでその用途は格段に広がるものと
考えられる。

高純度ゲンチオオリゴ糖の期待される用途

植物活性化剤として
花弁の拡大

開花期間の延長

味質改善剤として
果汁感増強効果
エグ味軽減効果

キレ改善効果等々

健康食品素材・医薬品素材として
整腸剤

カルシウム吸収促進剤
健胃剤・消炎剤
免疫賦活剤

新規苦味剤として
食品素材(糖質)である苦味剤
コーヒー、ココア、チューハイ

ノンアルコールビール
カフェインの代替品

静岡大学 農学部

連携機関

糖質酵素や免疫等の生理機能研
究に従事。新規酵素によるゲン
チオオリゴ糖の合成や生理機能

試験、基礎研究
を実施。

日本食品化工株式会社

とうもろこしからゲンチオオリゴ
糖含有シラップの大量生産に世界

で始めて成功。高純度品
の製品化、用途開発等

を実施。

研究機関

支援

連携

研究実施体制
課題番号：H17-2

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



【17年度】玄米仕様のモニタ機の開発 (玄米供給部の研究、光学条件の決定、
除去装置の研究、信号処理部の開発)

【18年度】玄米仕様の製品化 (フィールド試験)
籾仕様のモニタ機の開発 (籾供給部の研究、光学条件の決定、信号

処理部の開発
【19年度】 籾仕様の完了 (フィールド試験)

課題名：最新画像処理技術を応用した高性能穀物選別機の開発
(研究期間：H17～H19)

既に商品化され活用されている穀物の異物選別機は、明るさ、色の違いにより異物を認
識し除去している。

しかし、穀物の品質と歩留まりに影響を与える形状的な異物は認識する事が出来ず、選
別も出来なかった。

本提案は、穀物を高速かつ安定させた姿勢で搬送させ一粒毎に画像で捉え、高速かつ高
度な画像処理と識別処理を施し、従来では不可能であった形状的な異物を認識し除去でき
る穀物の品質向上を行う装置を開発する。

(1) 消費者側 : ご飯の食味向上および外観品質の向上となる。
(2) 精米工場 : 生産効率の向上、苦情の未然防止となる。
(3) 生産地側 : 玄米等級格付け昇格(２等、３等米が１等米)により高価に販売出来る。

また、精米工場に高品位米としてアピールできる。

これら相乗効果により、米の消費拡大および生産者（農家）の生産意欲が高まることに
よる生産量のアップにつながり、食糧自給率の向上が期待出来る。

(株)サタケ

・供給部の研究
・光学条件の決定
・除去装置の研究
・信号処理基板の開発

広島大学大学院
・判別アルゴリズムの研究

西部工業技術センター
・判別手法を集積化

委託

委託

概 要

研究実施体制

期待される成果、効果

実用化技術の達成目標

従来技術色彩選別機 穀粒判別器

整粒異常粒
整粒異常粒

米粒をシュート上に供給

反射,透過光量をセンシング

着色粒、石、ガラスなどの異
常粒（欠陥）を識別

圧縮空気を噴射して除去

米一粒毎を円盤にて供給

3方向から画像として採取

外観的特徴により

約20カテゴリに認識分類

外観品質を測定

穀物を高速かつ安定

させて流すシュート

整粒,異常粒を正確に流す

エジェクタ

胴割れ部を強調する照明、

イメージセンサ等の

光学系､入力系

新技術

判別アルゴリズムの研究

+
判別手法を高速かつ集積化

された信号処理基板

広島大学
西部工業技術センター

高性能
穀物選別機

〔色彩選別機〕形状の特徴を捉えることができない
〔穀粒判別器〕測定器であり、少量の穀粒判定しかできない

色、明るさの違いによる識別ではなく、製品の品質に影響を与える、形状の異常を高速で識
別・選別できる装置

特 徴

課 題

連携機関研究機関

株式会社サタケ
広島大学大学院先端物質科学研究科
広島県立西部工業技術センター

(財)ひろしま産業振興機構

支援機関 支援

課題番号：H17-3



グリコーゲンの酵素合成方法および構造制御方法を確立し、さらに工業
的製造方法を確立する。得られたグリコーゲンの生理活性とその作用発現
メカニズムを明らかにし、その効果に科学的裏付けのある健康食品素材を
開発する。

概 要

連携機関研究機関

○安全、安心、安価な免疫賦活素材の提供
→免疫機能の低下した人々のQOL改善

○グリコーゲンの生体内での機能の理解
→人や動物の生体調節機構解明への貢献
→新たな生理活性高分子素材の開発

期待される成果、効果

○グリコーゲンの効率的な酵素合成方法、ならびに構造制御方法の確立
○必要となる酵素の大量製造方法確立
○デザインされたグリコーゲンの大量製造方法の確立
○グリコーゲンの生理活性、特に免疫賦活活性評価系の確立
○グリコーゲンの生理活性発現メカニズムの解明

実用化技術の達成目標

課題名：免疫調節機能等の生理活性を有する酵素合成グリコーゲンの開発
(研究期間：H17～H19年)

グリコーゲンは昔から「からだに良い」とされ、戦前にお
いては医薬品としても市販されていた。当社においても栄養
菓子「グリコ」に配合している。

最近の研究によって、
・グリコーゲンは免疫賦活活性を持つこと
・その活性は、グリコーゲンの微妙な構造の
違いによって強弱があること

が分かってきた。
砂糖等を原料に、酵素を用いて安定した品質のグリコーゲン
を合成する。「からだに良い」メカニズムを解明し、原料素
材としての用途を広げる。

江崎グリコ株式会社 東京薬科大学 江崎グリコ
株式会社

東京薬科大学
薬学部免疫学教室

連携

保有技術
・酵素利用
・糖質合成

保有技術
・免疫賦活機能研究

支援

砂糖
酵素反応

グリコーゲン

研究実施体制
課題番号：H17-4

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



醤油に含まれるSPS(しょうゆ多糖類)に抗アレルギー活性を見いだし、
スギ花粉症及び通年性アレルギーを対象とした臨床試験でヒトに対する効
果を実証した。更に、SPSの機能性として免疫増強効果や鉄分吸収促進作
用も見いだしている。今後、SPSの大量生産技術が確立できれば、安価で
安全な食品機能性素材を提供できる。また、新たな切り口で醤油の魅力
(機能性)を明らかにし、成熟した醤油市場を活性化することができる。

概 要

ヒガシマル醤油株式会社 兵庫県立大学大学院
大阪府立大学大学院
京都大学大学院

連携機関研究機関
研究実施体制

本課題の成果として、機能性に対する消費者のニーズに合致した商品開
発を行い、SPSサプリメントに加えて、広く食品素材としての開発を進め

る。醤油は日本古来の伝統ある調味料であるため、その安全性は格段に高
く、醤油中に存在するSPSを広く食品に有効利用することは消費者の理解
が得やすい。日本の発酵技術により生まれたSPSは日本独自の機能性素材
であり、醤油を原料として安価で安全な食品機能性素材を提供できる。

期待される成果、効果

本課題では、抗アレルギー、免疫増強、ならびに鉄吸収促進効果など
様々な機能性を有するSPSを主成分とした機能性食品群の開発を目的とし
ている。今後、SPSの新しい機能性の科学的裏付け（エビデンス）や経済
的な大量製造方法を確立することにより、多くの消費者の健康や快適な生
活に貢献できる食品素材としてSPSの用途を拡大する。

実用化技術の達成目標

課題名：しょうゆ由来の機能性成分を活用した健康機能食品の開発
(研究期間：H17～H19年)

ヒガシマル醤油株式会社

兵庫県立大学大学院

大阪府立大学大学院

京都大学大学院

連携研究機関

代表研究機関

支援

これまでは単に醤油中に存在するだけの多糖類として認識されていた
SPSだが、十分実用的かつ魅力的な機能性素材であることが次第に明らか
になってきた。今後、SPSの機能性研究を進めるとともに大量製造方法を
確立し、多くの消費者の健康や快適な生活に貢献できる新しい食品機能性
素材としてSPSを広く発展させていきたい。

しょうゆ SPS 

大量製造技術の確立

機能性成分

機能性
機能性素材

機能性付与調味料

機能性サプリメント

新展開

抗アレルギー活性
免疫賦活活性
鉄吸収促進効果

しょうゆ SPS 

大量製造技術の確立

機能性成分

機能性
機能性素材

機能性付与調味料

機能性サプリメント

機能性素材

機能性付与調味料

機能性サプリメント

新展開

抗アレルギー活性
免疫賦活活性
鉄吸収促進効果

課題番号：H17-5

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



グリセリンを生成せずに燃料化が可能な無廃棄物型バイオディーゼル燃
料製造装置（STING-BDF製造装置）は現在の研究段階ではまだ生産量 8L/
時間 程度である。これを 1000L/日 以上の能力を持つ実用機に引き上げ
るために生じる諸問題を解決し、自治体等での実活用が図れる実証プラン
トを開発することを目的としている。

(独)農・生研構 中央農業研究セン

ター
(株)大正理化
NPO法人 越谷SOHOまちづくり協議会

廃植物油より変換される軽油代替燃料の製造工程においてグリセリンを
副生しない新たな製造法（STING法）基に、大都市近郊において大量に排
出される廃食油を処理、燃料化し自治体および農業分野で利用されている
ディーゼル機関等に利用することで、大気中の二酸化炭素増加を抑制する
と共に、大気汚染物質であるNOx、PM等の排出物を低減化するための無廃
棄物型製造装置の開発をする。

概 要

連携機関研究機関
研究実施体制

期待される成果、効果

実用化技術の達成目標

課題名：STING法による無廃棄物型バイオディーゼル燃料製造装置開発
(研究期間：H17～H19年)

①堆肥化による農業分野への還元が可能な食品残渣系廃棄物に比べ、全
く手付かずとなっている油脂系廃棄物を使い道のない副産物を一切生
成することなしに燃料化することで、トラクタなどの農用車両のみな
らず、暖房、乾燥機用バーナーなどへ適用できる。

②発効した京都議定書に掲げられている二酸化炭素排出量削減に対して
農業分野においても貢献することが可能となる。

大正理化
（機器の設計・開発）

中央農業総合研究センター
（燃料の分析・評価）

ＮＰＯ法人越谷ＳＯＨＯ
まちづくり協議会

（実証試験）

分析結果より
設計のアドバイス

実車試験結果
のフィードバック

燃料性状と
排ガス成分の

比較・検討

燃料供給

○研究の基礎となるシーズの概要○研究の基礎となるシーズの概要－－STINGSTING--BDFBDF製造装置製造装置
■小型の試験プラント(最大8L/Hの能力)で軽油に比較的近い性状のＢＤＦを製造。
■耕運機用小型エンジン、34kWトラクタ、27人乗りバスの走行試験では、排気ガス中のNox
（最大60%減）、HC（最大40%減）およびPMの低減効果および、出力の低下がほとんどない
ことを確認。

○予想される成果とその実用化、市場化の見通し予想される成果とその実用化、市場化の見通し
■植物油だけでなく、動物油、パーム油などの高融点油脂の燃料化、ラード等の廃食油の

燃料化も可能。
■大気汚染物質PM,NOxを減少低減し、軽油と同等の出力可能。
■京都議定書発効によるCO2削減を地域社会や自治体と連携、低コストモデル実現で全国へ

の普及、雇用の創出が期待できる。

2020年2007年 2008年 2012年
全国の軽油使用
量の２％をＢＤＦ

で代用

年間８０万ｋ㍑の
需要

３千台の製造
装置が必要

自治体、企業では小中規模、低価格のＢＤＦ製造装置の需要増環境
によりやさしい製造装置の需要大 市場の３０％目標

自治体

食品工場

運輸業

受
注
目
標
プ
ラ
ン
ト
数

1,500

1,000

500

京都議定書２０１２年までに

○越谷市モデルを全国２００

以上の自治体に普及

○民間工場500ヶ

所以上に導入
☆

支援

課題番号：H17-6

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



食肉製品の健康リスクへの憂慮から亜硝酸塩等の食品添加物を用いない
無塩漬食肉製品が生産されているが価格・品質面から消費が低迷している。
しかし亜硝酸塩を完全に代替する技術や、低コスト生産可能な食品リサイ
クル飼料肥育豚肉等の利用技術は開発されていない。このためミオグロビ
ン発色乳酸菌の亜硝酸Na代替法(特許申請中) をリサイクル発酵飼料肥育豚
肉に活用し安全で循環型農畜産業の推進に寄与する技術を開発する。

概 要

連携機関研究機関
研究実施体制

期待される成果、効果

実用化技術の達成目標

課題名：発色乳酸菌によるリサイクル飼料肥育高機能豚肉の新規加工技術の開発
(研究期間：H17～H19年)

株式会社湘南ぴゅあ有
限会社久保畜産

神奈川県立保健福祉大学
相模女子大学
日本大学

①乳酸菌によって有機畜産加工品に対し、代替の最も難しいと考えられる
亜硝酸塩Naを代替する製造技術が提供される。

②食品残渣などの未利用バイオマス資源からDHA等の機能性成分を産肉に
付与する低コスト飼料の生産が可能となる。

③養豚生産に当該飼料を用いることによる食料自給率の向上や循環型農畜
産業が推進される。

④安全で安心な食肉及び食肉製品が提供される。

ミオグロビン発色乳酸菌の亜硝酸Na代替法(特許申請中) を活用し、
無塩漬食肉製品の脂質酸化防止方法を開発する。さらにリサイクル発
酵飼料給餌養豚技術で生産するDHA等機能性成分等を持つ豚肉に、当該
技術を応用する新規食肉加工技術を開発する。

ミオグロビン発色乳酸菌の
菌学的特性評価及び発色及
び酸化防止機能を持つ乳酸
菌の検索等

(有)久保畜産
リサイクル発酵飼料の製造と高機能豚
肉の生産等技術の改良実証と開発

神奈川県立保健
福祉大学

日本大学相模女子大学

(株)湘南ぴゅあ
ミオグロビン発色乳酸菌による新規食肉
製品製造技術の開発

無塩漬食肉製品等の発色等
品質の理化学分析及び機能
性などの分析評価

食品廃棄物等の未利用資
源による配合設計と栄養
分析評価及び生産コスト
等の評価分析

○研究の基礎となるシーズの概要

未利用バイ
オマス資源

高機能性豚

新規食肉
製品

食生活

高品質高品質
６５０億円規模６５０億円規模
新市場の創出新市場の創出

循環型社会
の推進

・飼料価格１５円／ｋｇ

・ゴミ焼却、輸入飼料原

料４８万トン削減

DHADHA含有含有

安全・安心安全・安心
保健機能保健機能

＝

・原料肉コスト３６０円／ｋｇ
　⇒原料原価率３４％

・発色乳酸菌で品質も

価格も消費者ニーズにピッ
タリ！！

●乳酸菌による亜硝酸塩代替技術
ミオグロビン発色乳酸菌を用い無塩漬食肉製品を発色させる方法の開発に成功し

特許申請中である 。

●食品リサイクル発酵飼料製造技術
食品未利用資源を用い配合飼料と肥育成績が変わらず、ＤＨＡ等不飽和脂肪酸を

含む低コスト豚肉生産可能な飼料を開発し特許申請中である。

○予想される成果とその実用化、市場化の見通し

・原料豚肉単価360円／kg ⇒ 製品卸売単価１２８０円／kgで販売可能！

●発色乳酸菌で品質も価格も消費者ニーズにピッタリ！

●650億円規模の無塩漬食
肉市場出現

・８万３千人の新たな雇用を
創出

・48万トンの食品残渣を有用

な飼料として利用

・食肉製品がもつ健康へのリ
スクイメージを抜本的に変え
る可能性

支援

課題番号：H17-7

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



野菜･果実ジュースの濃縮品製造プロセスにおいて、高品質
かつ低コストで凍結濃縮を行う新規濃縮技術を開発する。少量
多品種に容易に対応することができ、かつ装置コストの安価な
新規凍結濃縮技術を開発する。

概 要

連携機関研究機関
研究実施体制

・国際的に認知される野菜･果実加工における先端技術の
開発

・国内原料を活用した付加価値の高い野菜･果実加工品
（ジュース濃縮品）の製造

・０℃以下の低温で操作できる特徴を有する高品質かつ
安全性の高い濃縮技術の開発

期待される成果、効果

・従来実用化されている凍結濃縮技術と同等の品質を有
し、かつ低コストで野菜・果実ジュース濃縮品を製造
できる装置（システム）の開発
⇒従来実用化されている装置（システム）に比較して
１／２以下のイニシャルコストの実現

・高粘性液、パルプ質含有液など幅広い対象物を濃縮で
きる凍結濃縮装置（システム）の開発

実用化技術の達成目標

課題名：野菜･果実ジュースの新規凍結濃縮技術の開発
(研究期間：H17～H19年)

界面前進凍結濃縮技術を活用した二重管方式の小型の
凍結濃縮試験装置を開発し、野菜･果実ジュースの凍結
濃縮試験により、従来の懸濁結晶法では不可能であった
高粘性液の凍結濃縮が可能なことを確認した。またフ
レーバー成分をほぼ１００％保持でき、高品質な濃縮品
の製造ができることも確認している。本技術は、素材の
持つおいしさを保持した野菜･果実濃縮品だけでなく、
嗜好飲料、調味料の高品質化にも用途が拡大できると考
えられる。

カゴメ株式会社
石川県立大学
(独)食品総合研究所

【連携研究機関】
① 石川県立大学 生物資源環境学部 食品科学科食品基礎系
② （独）食品総合研究所 食品工学部 反応分離工学研究室

カゴメ(株)

試験結果等 技術指導

●高品質・高濃度野菜･果実ジュース濃縮品
・搾汁直後の新鮮な品質を保持した濃縮品

野菜：ﾄﾏﾄ、ｹｰﾙ等
果実：ｵﾚﾝｼﾞ、ﾐｶﾝ、ﾘﾝｺﾞ、梨、ﾋﾟｰﾁ、ｲﾁｺﾞ等

●蒸発濃縮では製造が困難であった野菜･果実
ジュース濃縮品
・低酸性領域の果実ｼﾞｭｰｽ：ｽｲｶ、ﾒﾛﾝ等
●嗜好飲料
・お茶（濃縮品：業務用、乾燥品：ｲﾝｽﾀﾝﾄﾃｨ-）
●調味料
・野菜・畜肉･魚介ｴｷｽの濃縮（風味の保持）

支援

課題番号：H17-8

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



園芸施設内や炎天下の農作業環境は、熱中症や熱射病の危険が高く、担
い手の高齢化、女性化が進む中、早急な作業環境の快適化が求められてい
ます。また、紫外線による皮膚がんの予防や日焼け防止対策も求められて
いる。

しかし太陽光線の害を軽減し、体を冷却する簡易な農作業着は開発され
ていない。そこで、金属をスパッタした布地により、有害な紫外線や赤外
線をカットし、さらに小型ファンで衣服内に空気を吹き込み、気化熱で体
を冷却する「空調服」を組み合わせた「快適農作業ウェア」を開発する。

概 要

スパッタ(株)
(株)セフト研究所

(独)農・生研機構 中央農業総合研
究センター

連携機関研究機関

「快適農作業ウェア」が開発されることにより、健康障害の恐れのある
高温多湿な園芸施設内や炎天下の農作業環境が改善され、作業の軽労化が
進み作業能率が向上する。
また、高齢者や女性でも作業が可能となるだけでなく、若者に就農への

希望を与え、日本農業を元気あるものにします。

期待される成果、効果

「快適農作業ウェア」に用いる素材は、現在のところ金属と生地の密着
力が低いため耐洗濯性、耐摩擦性の向上が必要です。そこで密着力を高め
るための素材開発、紫外線や赤外線のカット率を上げるため、さまざまな
金属を試し加工方法の改良を行います。
また「空調服」は農作業時の温熱環境に対応した性能を確保するために、

省電力で小型、軽量、長時間運転できるファンユニットの開発を目指した
いと思います。

実用化技術の達成目標

課題名：金属スパッタ生地と空調服をベースとした快適農作業ウエアの開発
(研究期間：H17～H19年)

○予想される成果とその実用化、市場化の見通し
担い手の高齢化、女性化が進む中、高温多湿な園芸施設内や炎天下の農作業環境は早急な

改善が求められているめ、作業の軽労・快適化に有効な「快適農作業ウェア」に対する市場
ニーズは大きいものと思われます。「快適農作業ウェア」は農作業のみならず、工場などの
高温環境にも対処できるようになるため、さらに応用場面が広がり、市場の拡大が期待され
ます。

スパッタリングによる「空調服」素材
の開発、改良

スパッタ（株）

ファン、バッテリィ等「空調服」
の基本機能向上

（株）セフト研究所

改良型「空調服」による快適、軽労効果
の検証

中央農業総合研究センター

○研究の基礎となるシーズの概要
★スパッタ：金属を分子状にし、超極
薄膜で生地に密着させる技術。
柔らかな生地の風合いをそのまま保
ちつつ、紫外線、赤外線の透過を抑
え、日焼けや皮膚がんなどの防止に
役立ちます。

★「空調服」：服に装着した２個の小
型のファンにより衣服と体の隙間に
風を送り、気化熱で体を冷やします。

これら二つの技術を合わせることによ
り紫外線や赤外線の影響を軽減して健康
を守り、涼しくて快適な農作業を実現し
ます。 「快適農作業ウェア」による作業の軽労化

←小型ファン

←金属スパッタ素材

研究実施体制

支援

課題番号：H17-9

(社)農林水産先端技術産業振興センター

支援機関



未開発素材である米タンパク質に焦点をあて、新機能性研究の促進及び
その機能を活用した食品の開発を行う。脱脂糠等の未利用資源を有効利用
する製法を確立し、米タンパク質摂取による肝臓タンパク質代謝促進作用
及び難消化性特性による時間差栄養効果を解明し、長寿健康社会実現にむ
けた生活習慣病予防のための栄養補給食品や高齢者用食品を開発する。

研究実施体制

玄米の生産量は約800万ｔであり、約10％が糠として搗精される。米タン
パク質として約10万ｔが未利用タンパク質であり、この資源を付加価値素
材に転換することは、新規産業創出の可能性及び農林水産業全体の発展に
寄与すると考えられる。

課題名：肝機能向上及び筋肉・骨増強効果を有する米タンパク質の開発
(研究期間：H17～H19)

○研究の基礎となるシーズの概要

○その応用展開方向
・生活習慣病予防のための栄養補給食品や高齢者用食品の開発

○予想される成果とその実用化、市場化の見通し
・米タンパク質が上市の可能性は高く、植物性タンパク質市場が活性化し、
原料ベースで１００億円、小売ベースで３０００億円の市場規模がある
と推察する。

亀田製菓株式会社

連携機関研究機関

新潟大学 農学部

新潟県立女子短期大学

○米タンパク質は栄養学的、物理学的観点のみで、生理学的・保健効果的
にはほとんどわかっていなく、タンパク質の調製法が未確立である。

○ラボレベルで調製した米タンパク質で、ヒト、ラットによる血清及び肝

コレステロール低下作用、ラットによる肝臓タンパク質分解速度促進効

果、ラットによる抗酸化、免疫力向上効果が認められた。

○米タンパク質の大量精製法を確立し、時間差栄養効果による筋肉、骨の

増強効果、抗老化・免疫機能、肝・新陳代謝機能を検索する。

亀田製菓㈱

新潟大学自然科学系
県立新潟女子短期大学

（ラットによる効果の確認）

新潟バイオリサーチパーク機構㈱
(臨床試験の計画、実施、運営）

㈱三菱化学安全科学研究所
(ラットによる安全性試験等）
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(財)にいがた産業創造機構

支援機関 支援

実用化技術の達成目標

概 要

期待される成果、効果

課題番号：H17-10



１　地域別内訳 ４　提案機関の業種別内訳

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国四国 九州 農林水産業 食品 電機・機械・機器 環境 化学 医薬品 その他

88 3 5 40 3 6 17 8 6 88 17 33 14 2 5 2 15

100% 3% 6% 45% 3% 7% 19% 9% 7% 100% 19% 38% 16% 2% 6% 2% 17%

10 5 1 1 2 1 10 7 2 1

100% - - 50% 10% 10% 20% 10% - 100% - 70% 20% - - - 10%

6 3 1 2 6 2 2 1 1

100% - - 50% 17% - 33% - - 100% - - 33% - 33% 17% 17%

13 1 9 1 1 1 13 3 3 4 3

100% 8% - 69% - 8% 8% 8% - 100% 23% 23% 31% - 23% - -

15 1 7 2 4 1 15 2 5 1 2 5

100% - 7% 47% - 13% 27% 7% - 100% 13% 33% - - 7% 13% 33%

注１：ブロックは、地方農政局の区域に準じた。 注：業種別内訳は「日本標準産業分類」（総務省）に準じて行った。

　２：提案機関の本社所在地により集計。

２　提案機関の企業規模別内訳 ５　提案課題の分野別内訳

大企業 中小企業 その他 うち畜産 うち林産 うち水産

88 38 48 2 88 15 9 7 4 23 30 5 3 6

100% 43% 55% 2% 100% 17% 10% 8% 5% 26% 34% 6% 3% 7%

10 5 5 10 2 2 2 2 2 1

100% 50% 50% - 100% 20% 20% 20% - 20% 20% 10% - -

6 2 4 6 1 2 3 1 1

100% 33% 67% - 100% - - 17% - 33% 50% 17% 17% -

13 7 6 13 1 2 2 1 2 5 2 1 1

100% 54% 46% - 100% 8% 15% 15% 8% 15% 38% 15% 8% 8%

15 11 3 1 15 3 5 2 5 1 2

100% 73% 20% 7% 100% 20% - 33% - 13% 33% 7% - 13%

注：中小企業は、中小企業技術革新制度(SBIR)に準じた。

３　産学連携の内訳

大学 独法 公立 その他

88 59 30 23 9

100% 67% 34% 26% 10%

10 7 4 1 1

100% 70% 40% 10% 10%

6 3 2 3

100% 50% 33% 50% -

13 12 9 1

100% 92% 69% 8% -

15 15 12 5

100% 100% 80% 33% -

注１：大学及び独法など２以上の区分の者と連携する場合は、各区分で集計した。

　２：下段の％は、総数に占めるシェアとした。

平成14年度　採択課題

平成17年度

応募状況

採択課題

平成15年度　採択課題

採択課題

平成15年度　採択課題

平成14年度　採択課題

応募状況

平成14年度　採択課題

平成17年度

応募状況

採択課題

平成17年度平成17年度

応募状況

連携相手先
総　数

応募状況

採択課題

平成15年度　採択課題

平成14年度　採択課題

平成16年度　採択課題

平成16年度　採択課題

総　数

農林水産業食品総　数
バイオテ
クノロ
ジー

メカトロ
ニクス

新素材 情報処理

採択課題

ブロック
総　数

規模別
総　数

参考１　平成17年度の提案課題及び採択課題の概要

平成16年度　採択課題

平成16年度　採択課題

平成16年度　採択課題

平成15年度　採択課題平成15年度　採択課題

平成14年度　採択課題

平成17年度



参考２　民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業　実施課題一覧

H17-1
遠心力を利用した農産物ペーストの連続
加工機械の研究開発

(株)パイコーポレーション
(独)農・生研機構　中央農業
研究センター

STAFF
３年間

(H17～H19)

　当社では現在新たに開発した遊星式のメカニズムを用いて発生させる
変動する遠心力を利用して、農産物のピュレ、ペースト化をおこなって
いる。本研究ではこれを連続化して、その高速な食品調製能力によって
食材の酸化と組織破壊を抑えながら、より衛生的で高品質な商品性の高
い食品を効率的に生産できる装置を研究開発する。

H17-2
苦味糖質ゲンチオオリゴ糖の大量生産法
の構築及びその利用

日本食品化工(株)
静岡大学農学部

STAFF
３年間

(H17～H19)

　酵素による合成、クロマト分画技術及び酵素のスクリーニング等を駆
使して高純度ゲンチオオリゴ糖の大量生産法を構築し、新たな味質改善
用糖質として開発するとともに市場開拓を実施する。具体的には、高重
合度ゲンチオオリゴ糖を調製し、重合度ごとの苦味強度や味質改善剤と
しての可能性を検証する。また、動物免疫系等の生理機能試験やエリシ
ター活性を検討し、健康食品や植物活性化剤への市場開拓も進める。

H17-3
最新画像処理技術を応用した高性能穀物
選別機の開発

(株)サタケ
広島大学大学院
広島県立西部工業技術セン
ター

（財）ひろ
しま産業振
興機構

３年間
(H17～H19)

　既に商品化され活用されている穀物の異物選別機は、明るさ、色の違
いにより異物を認識し除去している。しかし、穀物の品質と歩留まりに
影響を与える形状的な異物は認識する事が出来ず、選別も出来なかっ
た。本提案は、穀物を高速かつ安定させた姿勢で搬送させ一粒毎に画像
で捉え、高速かつ高度な画像処理と識別処理を施し、従来では不可能で
あった形状的な異物を認識し除去できる穀物の品質向上を行う装置を開
発する。

H17-4
免疫調節機能等の生理活性を有する酵素
合成グリコーゲンの開発

江崎グリコ(株)
東京薬科大学

STAFF
３年間

(H17～H19)

　グリコーゲンの酵素合成方法および構造制御方法を確立し、さらに工
業的製造方法を確立する。得られたグリコーゲンの生理活性とその作用
発現メカニズムを明らかにし、その効果に科学的裏付けのある健康食品
素材を開発する。

H17-5
しょうゆ由来の機能性成分を活用した健
康機能食品の開発

ヒガシマル醤油(株)
大阪府立大学大学院
京都大学大学院
兵庫県立大学大学院

STAFF
３年間

(H17～H19)

　醤油に含まれるSPS（しょうゆ多糖類）に抗アレルギー活性を見いだ
し、スギ花粉症、及び通年性アレルギーを対象とした臨床試験でその抗
アレルギー効果を実証した。さらに、SPSの機能性として免疫増強効果や
鉄分吸収促進作用も見いだしている。今後、SPSの大量生産技術が確立で
きれば、安価で安全な食品機能性素材を提供できる。また、新たな切り
口で醤油の魅力（機能性）を明らかにし、成熟した醤油市場を活性化す
ることができる。

研究期間 研究課題概要番号 技術開発課題名 研究機関名 支援機関



研究期間 研究課題概要番号 技術開発課題名 研究機関名 支援機関

H17-6
STING法による無廃棄物型バイオディー
ゼル燃料製造装置開発

(株)大正理化
NPO 越谷SOHOまちづくり協議
会
(独)農・生研機構　中央農業
研究センター

STAFF
３年間

(H17～H19)

　廃植物油より変換される軽油代替燃料の製造工程においてグリセリン
を副生しない新たな製造法（STING法）を基に、大都市近郊において大量
に排出される廃食油を処理、燃料化し、自治体および農業分野で利用さ
れているディーゼル機関等に利用することで、大気中の二酸化炭素増加
を抑制すると共に、大気汚染物質である NOx、PM等の排出物を低減化す
るために製造装置を開発する。

H17-7
発色乳酸菌によるリサイクル飼料肥育高
機能豚肉の新規加工技術

(株)湘南ぴゅあ
(有)久保畜産
神奈川県立保健福祉大学
相模女子大学
日本大学

STAFF
３年間

(H17～H19)

　ミオグロビン発色乳酸菌の亜硝酸Na代替法(特許申請中) を活用し、無
塩漬食肉製品の脂質酸化防止方法を開発し、これをリサイクル発酵飼料
によりDHA等機能性成分を持つ低コスト豚肉生産改良技術に応用する新し
い食肉加工技術を開発する。消費者の安全・安心ニーズを満たし健康寄
与等高付加価値で循環型農畜産業推進効果の高い食品を提供する。

H17-8
野菜・果実ジュースの新規凍結濃縮技術
の開発

カゴメ(株)
東京大学大学院
(独)食品総合研究所

STAFF
３年間

(H17～H19)

　野菜･果実ジュースの濃縮品製造プロセスにおいて、高品質かつ低コス
トで凍結濃縮を行う新規濃縮技術を開発する。従来実用化されている凍
結濃縮技術は、連続生産を前提とする大量生産型システムであり、また
装置コストも高く広く実用化されていないのが現状である。したがっ
て、本技術開発に当っては、少量多品種に容易に対応することができ、
かつ装置コストの安価な新規凍結濃縮技術を開発する。

H17-9
金属スパッタ生地と空調服をベースとし
た快適農作業ウエアの開発

スパッタ(株)
(株)セフト研究所
(独)農・生研機構　中央農業
研究センター

STAFF
３年間

(H17～H19)

　農業従事者の高齢化、女性化が進む中、高温期の園芸施設内作業や炎
天下の農作業は過酷であり、作業者に大きな身体負担を与えている。こ
のような作業環境を改善するため、金属をスパッタリング法で不織布や
布地に密着させ、紫外線や赤外線をカットし、熱射病や皮膚ガンの防止
を行うと共に作業着に装着した小型ファンによって、衣服内に空気を吹
き込み、汗の気化熱で体を冷却する「空調服」とを組み合わせた農作業
ウエアを開発する。

H17-10
肝機能向上及び筋肉・骨増強効果を有す
る米タンパク質食品の開発

亀田製菓(株)
新潟大学農学部
新潟県立新潟女子短期大学
日本歯科大学新潟歯学部
新潟バイオリサーチパーク推
進機構(株)
(株)三菱化学安全科学研究所

(財)にいが
た産業創造

機構

３年間
(H17～H19)

　未開発素材である米タンパク質に焦点をあて、新機能性研究の促進及
びその機能を活用した食品の開発を行う。脱脂糠等の未利用資源を有効
利用する製法を確立し、米タンパク質摂取による肝臓タンパク質代謝促
進作用及び難消化特性等による時間差栄養効果を解明し、長寿健康社会
実現にむけた生活習慣病予防のための栄養補給食品や高齢者用食品を開
発する。



研究期間 研究課題概要番号 技術開発課題名 研究機関名 支援機関

H16-1
簡易・迅速化学発光法を用いた食品生菌
量測定システムの開発

(株)日研生物医学研究所
アトー(株)
(独)食品総合研究所

STAFF
３年間

(H16～H18)

　これまで、細菌が持つキノン酸化還元酵素とキノンを反応させた際に
生ずるスーパーオキサイドアニオンを化学発光法で測定することによ
り、微生物検査の簡易迅速化を検討してきた。本法を用いて生菌のみ、
さらには潜在リスクの高い損傷菌までも定量できる迅速な方法を開発
し、多様なニーズに応える検査システムの構築・キット化を目的とす
る。

H16-2
水稲の花芽分化を阻害しない照明灯、及
び植物の花芽分化を制御できる照明灯の
開発

三晃精機(株)
奈良県農業技術センター
奈良工業高等専門学校

STAFF
３年間

(H16～H18)

　水稲は短日植物のため、長日条件下に置かれると出穂遅延や稔実障害
を起し問題となる。これまで照度や一部の光波長域に対する水稲の光感
応については報告があるが、障害を回避できる照明灯は実用化されてい
ない。そこで、道路照明や広告灯等による水稲の出穂遅延を防止するた
め、光の波長、周波数、光束性を制御した照明装置を開発する。更に光
により植物の花芽分化を制御できる照明灯を試作する。

H16-3
食品成分のアレルギー性・抗アレルギー
性判定用繊維型ＤＮＡチップの開発

三菱レイヨン(株)
(独)食品総合研究所

STAFF
３年間

(H16～H18)

　食品成分のアレルギー性及び抗アレルギー性を簡便に再現性よく判定
するＤＮＡチップを開発する。具体的には（独）食品総合研究所におけ
る食品機能に関する研究成果をシーズとし、三菱レイヨンにおける高精
度かつ低コストの繊維型ＤＮＡチップ作成技術を用いて、アレルゲンに
よるアレルギーの発症に関わる遺伝子群を選択し、これに搭載したＤＮ
Ａチップを開発する。

H16-4
イムノクロマトグラフィー法による鳥イ
ンフルエンザウイルスH5N1等の迅速検査
システムの開発

浜松ホトニクス(株)
(株)ビーエル
鳥取大学農学部
北海道大学大学院獣医研究科

STAFF
３年間

(H16～H18)

　イムノクロマトグラフィー技術によるヒトインフルエンザ判定技術を
発展させ、鳥インフルエンザウイルスH5N1等について、感染初期にも診
断可能な専用試薬キットと専用小型読み取り装置を開発し、養鶏現場の
防疫技術の確立に貢献する。

H16-5
植物由来ナノコンポジット化ウレタン樹
脂及びフェノール樹脂の開発

アグリフューチャー・じょう
えつ(株)
京都大学大学院
兵庫県立大学大学院

STAFF
３年間

(H16～H18)

　これまで開発してきた、リグノセルロース、デンプンなどの多価アル
コールあるいはフェノール類存在下での液化方法を改良した上で、有機
化クレイを数％量ナノ分散させた液化物の調製手法を見出し、耐熱性、
形状保持性、強度特性、気体透過性など物性機能の卓越した植物由来ナ
ノ化ウレタン樹脂及びフェノール樹脂を開発する。

H16-6 感温遮光農業用フィルムの開発
ＭＫＶプラテック(株)
三重県科学技術振興センター

STAFF
３年間

(H16～H18)

　高温時には透明から白濁に変化して太陽熱を遮光し、低温時には透明
となる変化を可逆的に行う農業用フィルムの開発。温室展張用の農業用
フィルムに適用することにより、夏場の高温障害や作業環境悪化を防止
することが可能となる。



研究期間 研究課題概要番号 技術開発課題名 研究機関名 支援機関

H15-1 高機能飼料添加酵素の開発
三井化学(株)
京都大学大学院農学研究科

STAFF
３年間

(H15～H17)

　タンパク質の機能改変技術等を利用し、効果や経済性が改善された高
機能飼料添加酵素を創製し、得られた飼料添加酵素の機能評価試験（動
物試験）を実施する。もって、低環境負荷型の「高機能飼料添加酵素の
開発」を目指す。

H15-2
空気サイクル冷凍システムによる移動体
の脱フロン化と、低温による冷凍食品の
品質管理

(株)アースシップ
東京農工大学

STAFF
３年間

(H15～H17)

　現状冷凍コンテナ、冷凍車等移動体による冷凍食品の移送には、将来
撤廃が決められているフロン（HCFC）が使用されている。フロンは各方
面で自然冷媒への移行が検討されているが、ブタン、プロパンやアンモ
ニア等は可燃物であり、移動体には使用できない。また、フロンでは難
しい－30℃以下が空気サイクルでは可能なため、冷凍食品を高品質で移
送することが可能となる。

H15-3
食品品質管理用コンパクトMRI装置の開
発

(株)エム・アール・テクノロ
ジー
筑波大学理工学系等
(独)食品総合研究所

STAFF
３年間

(H15～H17)

　食品評価のためのインタラクティブ操作のできる試料室を持ち、各種
測定法・解析法を備えた、通常の実験室において他の分析装置ともに身
近に利用できる食品専用コンパクトMRIを作製するとともに、新しいイ
メージを利用した食品評価法を開発して新食品開発のための基盤技術と
する。

H15-4
「動く遺伝子」を利用した新しい品種育
成技術の開発および新品種の開発

麒麟麦酒(株)
東京農工大学工学部等

STAFF
３年間

(H15～H17)

　植物ゲノムのなかに存在する変異誘発因子「動く遺伝子」（トランス
ポゾン）およびこれを動かす酵素（トランスポーゼース）の遺伝子を探
索・同定し、この遺伝子が動くこと指標として枝変りを起こしやすい個
体あるいは条件を見出す。得られた知見を利用して効率のよい枝変わり
誘発法、つまり今までにない新しい効率的な突然変異育種法を開発す
る。得られた望ましい変異個体を新しい品種として、または新品種開発
の母本として利用する。

H15-5
ウシ初乳の構成成分である核酸関連物質
を含有する仔ウシ用成長促進剤および抗
ストレス剤の開発

明治飼糧(株)
明治乳業(株)
東北大学農学研究科等

STAFF
３年間

(H15～H17)

　核酸関連物質には、実験動物やヒトでの試験により、消化管成熟化作
用、免疫賦活作用などの働きが知られている。一方、ウシ初乳中には核
酸関連物質が多く含まれているにも拘わらず、それらの仔ウシに対する
生理的、栄養的意義については不明である。本技術開発は、仔ウシの消
化機能、代謝機能、免疫機能などにおよぼす核酸関連物質の効果とその
作用機作を解明し、仔ウシ用成長促進剤および抗ストレス剤の開発に応
用するものである。

H15-6
胞子及び発芽体集塊化法を活用した高密
度海藻陸上養殖システムの開発

芙蓉海洋開発株式会社
株式会社鉄組潜水工業所
かねへい養魚場
有限会社内浦水産
東海大学海洋学部等

STAFF
３年間

(H15～H17)

　胞子および発芽体の集塊化による海藻養殖法（特許申請中）を活用
し、今まで実現不可能であった有用食用海藻の陸上養殖を”ビジネス”
として実用化する。本養殖法の促成栽培化・高密度化技術を事業化規模
で確立させる。全国への事業化展開のため本養殖法での使用水の多様化
を図るとともに、適用可能な有用食用海藻種の探索を行い消費者ニーズ
にも応える。
　本養殖法の確立は、物的・人的基盤の脆弱化が進んでいる水産業振興
の一助となる。



研究期間 研究課題概要番号 技術開発課題名 研究機関名 支援機関

H15-7
甜菜糖製造等の農産廃棄物を利用した生
理活性物質を含有する食品の開発

北海道糖業(株)
北海道大学大学院農学研究科
新潟大学農学部

STAFF
３年間

(H15～H17)
　抗癌等の作用を有し、健康の維持と増進に有効であるとされる食品を
甜菜糖製造等の残渣中に残存する生理活性物質を利用して開発する。

H15-8
高精度GPSを利用した均平機及び営農用
ソフトウェアの開発

スガノ農機(株)
(独)農・生研機構　中央農業
研究センター

STAFF
３年間

(H15～H17)

　高精度GPSを利用して圃場の凹凸を高精度に計測し、この地理情報をも
とに圃場の均平作業を行う事ができる圃場均平システムを開発する。本
システムにより大規模低コスト稲作の確立及び、稲・麦・大豆の輪換畑
における基盤整備の推進、並びに低投入エネルギーによる環境負荷低減
効果が増進する。

H15-9
高電界殺菌技術を利用した耐熱性芽胞菌
殺菌システムの開発

(株)ポッカコーポレーション
(独)食品総合研究所

STAFF
３年間

(H15～H17)

　独立行政法人食品総合研究所の考案した高電界殺菌技術により、飲料
（食品）中で問題となる耐熱性芽胞菌、耐熱性カビを殺菌出来る実用的
なシステムを開発する。更に、風味劣化を伴う加熱殺菌や静菌剤等を用
いる事無く微生物的な安全性を確保した品質の良い飲料（食品）や有用
な栄養成分を保持した飲料（食品）を開発する。

H15-10

農業機械および水産業船舶用ディーゼル
エンジンの大気汚染物質低減と低燃費化
に関する水エマルジョン燃料の利用技術
開発

京都機械工具(株)
(独)農・生研機構　中央農業
研究センター

STAFF
３年間

(H15～H17)

　W/O（油中水滴型）タイプの超微小粒子化水エマルジョン燃料を開発
し、農業・水産分野に搭載されているディーゼルエンジン排ガスの、大
気汚染物質であるNOx、PM等の排出物を低減化し、さらに省燃料化（石油
使用量の低減）を確保出来うる最適燃焼条件とエンジン改良を行い、農
業・水産分野での環境負荷の低減およびエネルギーコストの低減を図
る。

H15-11
ヘアピン型プローブを用いた電気化学的
ＤＮＡチップによるコメ品種検定技術の
開発

三井化学(株)
京都大学大学院

STAFF
３年間

(H15～H17)

　ターゲット配列の認識に伴い電気的信号が変化する「ヘアピン型ＤＮ
Ａプローブ」を用いて、作物品種間のＤＮＡ配列の多型に基づく差異を
識別する技術を開発する。コメの品種や銘柄検定において本技術の実用
化を目指す。

H15-12
未利用植物資源の有効活用方法に関する
研究

住友林業(株)
(独)農・生研機構　中央農業
研究センター等

STAFF
３年間

(H15～H17)

　未利用資源である植物残渣を有効活用することを目的とし、植物残渣
を原料に用いた雑草抑制資材の研究開発を行う。植物残渣としては、木
材や果実等を採取した後の枝葉、樹皮、茎等の地上部を対象とする。




